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研究成果の概要（和文）：本科研では、社会においては、個人の利益に解消されないが、集団的な利益や集合的な利益
があるのではないか、そして、そうした集団的利益・集合的利益を保護するためには、どのような法制度を設計するこ
とが考えられるのかといった問題に取り組み、消費者法、環境法、知的財産法などの分野における具体的な問題につい
て成果を公表してきた。これらを踏まえると、私法と公法という枠組みを超えて、法の実現に関わる私人の役割を考え
る必要があることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：We conducted a research on the problem that what legal system should be 
appropriate in order to protect collevtive inerests which cannot be reduced to indivisual interests. We 
publushed its results on specific issues in the field of consumer law, enviromental law, intellectual 
property law and so on, which revealed that we should examine the role of private parties who participate 
in imlementing laws, beyond the dichotomy of private laws and public laws.

研究分野： 民事法学

キーワード： 民事法学
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１．研究開始当初の背景 
 既存の法制度においては、民事法を中心

に個人の権利や法益の保護を中心とした制

度設計がなされる一方で、行政法や刑法に

おいては、そうした個人の権利や法益に解

消されない一定の公共的な利益を保護した

り、価値を実現するしくみが用意されてい

る。しかし、近年、さまざまな分野で生じ

ている問題においては、そうした個人の権

利や法益と公益とのいわば中間段階におけ

る集団的あるいは集合的利益をどのように

保護していくのかが問題とされる場面が少

なくない。その一方で、それらに対する研

究は従来充分ではなかった。 

たとえば、消費者の保護、住民の景観利

益などについてはいくつか研究はなされて

いたものの、自然保護の利益等、集団や地

域住民が文化的・歴史的な価値として有す

る利益、一定の集団やその構成員の名誉な

どについては、ほとんど手つかずの状況に

あった。 

  
２．研究の目的 
 このような集団的利益の保護をめぐって

は、既存の法制度の枠組みの中で、こうし

た利益をどのように位置づけるのかという

基本的な問題を出発点としつつ、それを具

体的にどのようなしくみを通じて保護して

いくのかという点が問題となる。ここでは、

民事法上、行政法上、刑事法上の救済や利

益保護のそれぞれの役割分担が問題となる

と同時に、訴訟手続等を視野に入れた具体

的な救済手段の検討が必要となる。 

本研究は、集団的消費者被害、地域住民

等の環境利益、集団の文化的・歴史的利益、

集団の名誉等の個別領域において具体的に

未解決な問題が残されているという認識を

出発点とし、さらに、そこでの救済手段の

あり方について、問題領域横断的な研究と

民事法、行政法、刑事法のそれぞれの視点

から十分に連携した研究がなされることが、

実践可能で、整合的な問題解決のアプロー

チのためには不可欠であるという観点に立

つものである。 
 
３．研究の方法 
 研究は、現行制度を前提とする救済方法

の検討と立法論的な解決を含む救済システ

ムの制度設計の検討の２段階に分けて行う。

各作業は、各研究者が個別に行う研究を基

礎としつつ、対象とされる問題領域ごとに

構成されるパート（消費者利益パート、環

境利益パート、文化的・歴史的利益パート、

集団的名誉パート）によるセミナー、ワー

クショップを開催する。また、共同研究者

全員の参加する全体会議と研究統括者に

よる合同企画会議を通じて、本研究課題に

ついての協働を重視するとともに、各パー

ト間の研究の進捗状況等について共有する。

さらに、シンポジウム等での開かれたディ

スカッションや学会報告や論文の公表を通

じて、内外の研究者からの批判や意見を積

極的に受け止める態勢を整え、研究を深め

ていくものとする。 

 
 
４．研究成果 

 本共同研究では，4 年間にわたり，消費

者利益，環境，知的財産等の問題に関して，

異なる法領域の研究者の参加によって，特

に保護される利益に焦点を当てた研究を行

ってきた。そして，それぞれのシンポジウ

ム，公開カンファレンス，ワークショップ，

研究会については，各参加者によって執筆

される論文等（以下の研究分担者の業績を

参照）のほか，ホームページにおけるペー

パーの公表，さらに，民商法雑誌における

特集等（集団的・集合的利益の概念そのも

のをテーマとしたものとして、2013 年に開

催された公開カンファレンスがあり，その

内容については、「《特集》公法と私法にお

ける集団的・集合的利益論の可能性」民商



法雑誌 148 巻 6 号（2013 年 9 月）に収め

られている）において，その成果を公表し

てきた。 

 2014 年度は，この共同研究の最終年度で

あり，その柱となるものとして，知的財産

権を素材として，シンポジウムを開催し，

多くの聴衆を得て，活発な議論を行うこと

ができた。 

 最終年度のシンポジウムにおいて，知的

財産権を素材とする問題を取り上げたのは，

特に次のふたつの理由によるものである。 

 まず，知的財産権に関する問題は，単に

知的財産法という専門領域の固有の問題で

あるだけでなく，知的財産権をどのような

ものとして構想するかという場面において，

私的な権利と公共性との対立と相互の利益

の衡量という性格が顕著に示され，法哲学

的な観点，一般私法上の観点，さらには，

その利益の実現のプロセスにも焦点を当て

た行政手続法，競争法からの観点からの分

析にも適したものであり，共同研究の総括

としてきわめて適切なものと考えられたこ

とによる。 

 さらに，4 年間にわたる共同研究を通じ

る中で強く意識されてきたことは，集団的

利益・集合的利益という問題が，「私人によ

る法の実現」という問題に直結し，さらに，

発展して検討されるべきである認識であっ

た。こうした「私人による法の実現」とい

う問題意識との関係でも，それに適した素

材として，このようなテーマを選んだもの

である（なお，本共同研究においてその必

要性が鮮明に意識されることになった私人

による法の実現という問題については，平

成 27 年度基盤研究（Ａ）「私人の権利行使

を通じた法の実現－法目的の複層的実現手

法の理論化と制度設計の提案」として採択

され，集団的・集合的利益に関する本共同

研究の成果を継承し，さらに発展させるこ

とが可能となった）。 

 具体的には，シンポジウムにおいては，

窪田充見「知的財産法と不法行為法」にお

いて，知的財産権についての構想が一般私

法との関係でどのような意味を有するかに

ついて総論的な報告を行い，研究代表者で

ある窪田がまず、今回の特集においては、

知的財産法における集合的利益の問題につ

いて、総論的な観点からの検討を行い，さ

らに，安藤馨「集団的行為主体と集団的利

益：その実在性を巡って」において，集団

的・集合的利益という観念についての法哲

学的分析がなされた。また，知的財産法の

専門研究者によるものとして，島並良「特

許法と公益」と上野達弘「著作権法と公益」

において，社会契約的な観点からの知的財

産法の再構成の提示，権利者側の集団的利

益性の検討等がなされた。 

 また，シンポジウムと連携して開催され

た研究会において，池田千鶴「競争秩序は

誰によりいかにして守られるか－行政措置、

刑事罰、民事的救済の相互作用」，興津征雄

「競争秩序と事業者の利益－公正取引委員

会の処分・審決と抗告訴訟の原告適格をめ

ぐって」において，JASRAC 訴訟を素材と

して，行政手続法，競争法からの検討が行

われた。 

 これらのシンポジウム，研究会における

内容は，上記の報告に加えて，前田健「商

標法と公益」による商標法の分析も加えて，

民商法雑誌の特集号に掲載される予定であ

る。 
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たは集合的利益の保護と救済のあり方に関
する解釈論的・立法論的検討」に関するワー
クショップ. 神戸大学 
6.島並良: "「違法ダウンロード犯罪化につ
いて」知的財産法の観点から" 「集団的利益
または集合的利益の保護と救済のあり方に
関する解釈論的・立法論的検討」に関するワ
ークショップ. 神戸大学 
7.窪田充見: "知的財産法上許容された行為
の不法行為法条の評価"公開カンファレンス
「知的財産法、不法行為、集団的・集合的利
益」. 神戸大学 
8.島並良: "特許法と集団的・集合的利益"公
開カンファレンス「知的財産法、不法行為、
集団的・集合的利益」. 神戸大学 
9.興津征雄: "イーライセンスによる審決取
消等請求事件（JASRAC 事件）の検討：取消訴
訟の原告適格を中心に"集団的利益または集
合的利益の保護と救済のあり方に関する解
釈論的・立法論的検討」第 5回ワークショッ
プ. 神戸大学 
10.池田千鶴: "イーライセンスによる審決取
消等請求事件（JASRAC 事件）の検討：取消訴
訟の原告適格を中心に"集団的利益または集
合的利益の保護と救済のあり方に関する解
釈論的・立法論的検討」第 5回ワークショッ
プ. 神戸大学 
11.窪田充見: "不法行為 法の目的と役割 －

損害賠償を通じた法の実現" 集団的・合利益
科研総括シンポジウム「利益の多様性と私人
による法実現」. 神戸大学 
12.中川丈久: "行政訴訟を提起する私人によ
る法の実現" 集団的・合利益科研総括シンポ
ジウム「利益の多様性と私人による法実現」. 
神戸大学 
13.前田健: "知的財産権による公益の実現" 
集団的・合利益科研総括シンポジウム「利益
の多様性と私人による法実現」. 神戸大学 
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